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　　　福岡都市圏の市街化調整区域における

都市開発と土地利用の動向と課題に関する研究

Trends　and　Current　Problems　on　Landuse　and　Urban　Development

in　Urbanization　Control　Areas　of　Fukuoka　Metropolitan　Region

　　　佐々木敦子＊’，出口　敦＊2，中野浩志＊3，内田　晃＊4

Atsuko　SASAKI＊’，　Atsushi　DEGUCHI＊2，　Hiroshi　NAKANO＊3

　　　　　　　　　　　and　Akira　UCHIDA＊4

This　study　analyzes　the　existing　condition　and　trends　on　land　use　and　urban　development　in　the　urbanization

control　areas　（suburban　areas）　of　Fukuoka　Metropolitan　Region　which　have　been　growing　up　rapidly．　Through　the

statistic　and　spatial　analysis　of　the　constructed　database　on　the　urban　development　projects　in　the　past　ten　years

with　the　Geographical　lnformation　System，　the　relation　between　the　trends　on　the　location　ofthe　urban　development

and　the　local　context　including　environmental　and　traffic　condition　are　shown，　and　the　current　problems　and　the

new　method　on　land　use　control　and　guidelines　are　proposed　based　on　the　analysis．
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1．はじめに

1．1研究の背景と目的

　市街化調整区域（以下，調整区域）は，「無秩序な市街

化を抑制する区域」と位置づけられているが，実際には開

発許可，建築許可，既存宅地制度などにより行われている

開発が少なくない．これらの開発は，結果的に非効率的な

土地利用の発生の一因となっているが，これらの開発に関

する問題に対応していくためには，都市圏全体としての広

域的な実態を把握するとともに，行政区や集落等の広がり

を単位とする地区スケールでの実態の把握も必要である．

加えて，都市圏全体としての開発動向を把握しつつ，都市

圏全体における調整区域の位置づけや将来像，開発を取り

巻く各種計画との関係や開発の要因なども分析する必要が

ある．

　一方，開発行為を取り扱う都市計画制度そのものが時代

の変化や社会の要請により変わろうとしており，平成12年

の都市計画法改正では開発許可制度や線引き制度等の郊外

部や農村部の土地利用と開発コントロールに深く関わる制

度が改正され，各都道府県によるより柔軟な制度の運用が

可能となった．法改正後め制度を適切に運用するために
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は，やはり開発の傾向と実態を把握し，調整区域の将来像

や土地利用コントロール，開発の規制・誘導芳策を再考す

る必要がある．

　これまでも，こうした課題に対し，調整区域の開発行為

を取り扱い，開発動向や土地利用についての実証的研究は

なされてきており，北岡らDによる開発の進行過程に着目

した開発メカニズムに関する研究，木谷ら2｝による用途地

域との比較から調整区域内の建築の特徴や課題を明らかに

した研究，李ら3｝による開発の分布や立地動向とその要因

について明らかにした研究等がある．

　調整区域の動向は都道府県の開発許可運用基準や都市圏

の特性によって異なるが，いずれの研究も各研究対象自治

体を絞った個別の分析を行っており，また，同一生活圏を

形成する大都市圏全体としての開発傾向の分析から各地域

の位置づけと開発傾向を明らかにした研究は少なく，地域

の将来像に着目し，開発の実態から将来像に向けて調整区

域の土地利用コントロールについて言及した研究も少な
い．

　そこで，本研究では，既往研究にはない都市圏全域を調

査分析対象とする研究として，成長著しい「福岡都市圏」

を対象に都市圏全体及び都市圏内の各地域の開発の動向と

実態を把握するとともに，開発の立地・分布と周辺環境と

の関係を明らかすることを目的としている．更にその上

で，地域の将来像における調整区域のあり方とそれに向け

一一　119　一一



た土地利用と開発コントロールの課題を提示することも目

的とする．

1．2研究の対象データ

　本研究では福岡市を中心とする福岡都市圏の自治体のう

ち，市街化調整区域を定めている15市町を対象とし（図

1），平成元年度から平成10年度までの10年間に調整区域

内で開発許可を受けた開発行為（1，125件）のデータを用

いて，調査分析を行った．

1．3研究の方法

　本研究では，以下の方法によって調査・分析を行った．

q）開発許可データを統計的に分析し，調整区域における

　　開発の傾向と実態を明らかにし，その結果に基づき，

　　許可基準に関する課題の整理を行う．

（2）GIS注D中に開発のデータベースを構築し，それを用い

　　て都市圏全体及び各地域別に開発の分布と立地の傾向

　　を整理し，開発の立地特性を把握する．

（3）開発の集積している地区を抽出し，地区レベルでの開

　　発の周辺環境への影響を調査する．

（4）調整区域を含む地域の将来像に関わる計画（マスター

　　プラン）等において，調整区域に対してどのような将

　　来像が描かれているかを把握し，（2），（3）で明らかにし

　　た開発の実態を踏まえつつ，地域の今後の土地利用上

　　の課題を提示する．

1．4調整区域における開発許可制度

　調整区域における開発許可制度の概要を図2に示す．調

整区域において開発をする場合，開発行為（土地の区画形

質の変更を伴う）であるかどうかによって開発許可と建築

許可に分かれる．また，基準の適用が除外される開発（土
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図2　開発許可制度の概要

2種特定工作物など）については34条などで示されている．

　34条の10号ロ（以下10一ロ）については，「市街化の回

れがなく市街化区域での実施が困難なもの」とあり，各都

道府県の開発審議会の議を経て許可される．三都道府県に

よって運用基準が定められており，都道府県の実情に合わ

せた運用がされている．

圖囲都市圏産繭　　一一「

ﾍ市街化区域人ロ
{市街化調整区域人ロ

（千人）2・100

@　　　　2，000

@　　　　1，900

@　　　　1，800

@　　　　1，700

@　　　　1，600

i千人）　1・500
HI　　　H2 H3　　　　　H4　　　　　　H5　　　　　　H6　　　　　　H7　　　　　　ド8 闘9 H10

■■■都市圏人口 1，795．71，804．4 1，854．11，917．61，906，31，927．31，950．21，982．7 1，993．0 2，035．

圃市街化区域人心 1，696．81，ア17．2 1，750．11，819．01，802，31，821，41，840．ア1，867．9 1，897．0 1，920．5

十　　　　　　　　　　口 102，7　102，1 103．1　　103．4　　103　9　　105　5　　108　6　　iO9　5 1077 113．3

2．福岡都市圏の動向と調整区域の開発動向

2．1福岡都市圏の成長動向

　福岡都市圏の区域区分別人口動向を見てみると（図3），

都市圏全体の人口は緩やかな増加傾向にあり，平成10年

の都市圏人口の内，調整区域の人口はその約5．5％を占め

る．10年間の市街化区域の人口増加率が7．　8％なのに対し，

調整区域の人口増加率は10．　3％と上回っている．即ち，調

整区域の人口の占める割合は小さいが，福岡都市圏の人口

増加の一端を担っていると言える．

　更に，福岡都市圏の人口増加率と世帯数増加率の変化を

見てみると（表1），昭和60年から平成7年までの人口増

加率は減少してきており，増加から減少に転じる自治体も

出てきている．一方，世帯数増加率は増加傾向にあり，人

口増加率を上回っていることから，この間住居系用途の開

発の圧力が強かったことがうかがえる．

都市圏人口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市街化調整区域

市街化区域人口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人口（千人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　116
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　114
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　112
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　110
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　108
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　106
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　104
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　102
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10e
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　98
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　96

　　　　図3　福岡都市圏の区域別人口動向

表1都市圏の人口・世帯動向（国勢調査による）

昭和60年
i1985年）

平成2年
i1990年）

平成7年
i1995年）

人口増加率（％） 9．7 9．6 6．7

世帯増加率（％） 12．3 12．4 15．6

世帯当り人員（人／世帯） 3．1 2．9 2．7
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図4　区域別にみる開発許可件数の推移
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2．2福岡都市圏の開発動向

　福岡都市圏における開発許可件数の推移を見てみると，

都市圏全体の件数は平成2年から緩やかに増加し，平成7

年からは減少に転じている（図4＞．調整区域においても同

じ傾向が見られるが，都市圏全体に占める調整区域内の開

発件数の割合は緩やかな増加傾向にあり，平成10年で全

体の32％を占める．このデータを見ても，「市街化を抑制

する区域」と位置づけられながら，都市圏全体における開

発件数の占める割合は少なくなく，その影響も懸念され

る．

2．3大規模開発の動向

　開発面積が1ha以上の開発を大規模開発とし，その開発

件数・面積の推移を図5に示す．開発件数は年によって増

減するものの，例年10件以内となっている．また，開発面

積については，1件ごとの開発面積の差が大きくばらつき

があり，統計的に全体的傾向は見られない．

24用途別の開発状況

　調整区域における用途別に見た開発の開発状況を表2に

示す．件数の点では半数以上を住居系用途が占め，住居系

が主な開発用途と言えるが，1件当りの開発面積は小さく，

総面積も大きくはない．平均面積と標準偏差を見て分かる

通り，いずれの用途でも開発面積にはばらつきがある．こ

れは，同じ用途であっても異なる許可基準で許可が与えら

れれば，適用される運用基準も異なることに起因してい

る．

　一方，レクリエーション系・その他の用途の開発は件数

が少ないが，個々の開発規模は大きく，比較的大規模開発

が多い用途となっている．

　総じて福岡都市圏では，小規模な住居系用途の開発が件

数の点では顕著であるが，レクリエーション系・その他の

用途の開発によって大規模開発が立地していることが特徴

である．

2．5許可基準高の開発状況

　開発行為を許可基準別に見てみると，L125件の内，889

件が10一ロによって許可を受けていることが明らかになっ

た．10一ロに該当する開発件数を許可内容別に分類し，集

計した結果を図6に示す．分家住宅が381件と一番多く，続

いて収用移転，既存集落内自己用住宅，適用除外またはそ

の他，の順となっている．

“分家住宅が非常に多いことの要因の一つとして，核家族

化の影響が考えられる．また，福岡県の分家住宅の運用基

準では，農家の次男三男だけでなく，六親等までの親族，

三親等までの姻族も可能であり，他府県に見られるような

同居条件注2）がないことなどの運用基準の内容も要因の一

つとなっている．

　市街化進行の恐れのないものとして許可を受けている開

発が大半を占めているが，これらが分散して立地すること

は，結果的に非効率的な土地利用へとつながっていく恐れ

がある．また，分家住宅としての開発の中には，非農家が

多く含まれており，結果的に調整区域が都市圏における農

業以外の従業者の住宅供給の場となっている実態も見られ

る．

3．開発の立地と分布の分析

3．　1都市圏全体の開発立地・分布特性

　開発行為全データ1，125件のうち，位置が特定できる開

発1，043件についてGIS中に属性データと位置データを入

力し，データベースを構築した．それを用いて，各属性ご

との開発プロット図を作成し（図7），都市圏全体の立地傾

向を整理した．その結果は以下の通りである．

（1）福岡都市圏の二二地

　調整区域は広範囲に指定されているが，その中には山林

を含み，開発は地形の制約を大きく受ける．都市圏全体の

標高データと開発の分布を重ねてみると，開発の分布状況

が標高80mを境に大きく異なることが明らかとなった．そ

れは，標高80mを境に可住地，非可住地に大別できること

を示しており，福岡市の開発禁止の基準と一致する注3）．な

図5大規模開発の開発動向

表2用途別にみる開発状況
件数 面積（ha） 平均面積（ha） 標準偏差（ha）

住居系 723 97．5 0．13 1．6

業務系 l16 57．5 0．50 1．4

商業系 129 40．9 0．32 璽．5

工業系 32 31．6 0．99 3．3

レクリエーション系 23 196．6 8．55 11．2

その他 102 216 2．12 19．3
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お，標高80m以上に立地している開発はゴルフコースが主

である．

　標高80mの二二地が広範囲に広がっている地域では開発

が広域的に分布しており，標高80rnを越える調整区域内で

はほとんど開発が行われていない．即ち，標高80m以下の

区域の広がり具合によって異なった開発の立地分布傾向が

あり，それぞれに対応が必要である．

（2）用途別にみる開発分布特性

　用途別に開発の分布を見てみると，住居系用途の開発は

都市圏全体に広範囲に分布しており，それ以外の用途の開

発は市街化区域近くにほとんどが立地している．特に商業

系，業務系用途においてその傾向が強い．また，比較的良

好な自然環境が保全されている久山町と糸島地域に，レク

リエーション系用途の開発が多く，大規模な開発が行われ

ている．

（3）大規模開発の分布特性

　大規模開発の分布図を見てみると，大樹規模開発の立地

は，「市街化区域隣接」，「非可住地に隣接」，「主要幹線道路

やIC周辺」の3パタンに分けられた．

　住居系の大規模開発は，すべて「市街化区域隣接」であ

り，業務系のほとんどは「主要幹線道路やIC周辺」である

ことを確認した．また，レクリエーション系やその他の用

途は，「非可住地に隣接」や「主要幹線道路やIC周辺」に

比較的多い．

　このように，用途によって大規模開発の立地パタンは大

きく異なるが，用途別に大規模開発の立地しやすい地域の

傾向が予測でき，それぞれの地域の特性によって開発コン

トロールしていく必要がある．

（4）開発の分布と都市基盤の関係

　（1）～（3）より，開発の分布は市街化区域および幹線道路

等の都市基盤による影響を大きく受けると考えられるた

め，各開発と市街化区域や都市基盤との距離関係を調べた

ところ，下記の知見が得られた．

　約6割の開発が市街化区域境界から500m以内に立地して

おり，調整区域における開発の立地に対して，市街化区域

との関係は強く，大きな影響要因となっていると言える．

　他の都市基盤（鉄道，バス停，市街化区域，主要幹線道

路，インターチェンジ（IC）等）についても見てみると，主

要幹線道路から200m以内に半数以上の開発が立地してい

る．また，バス停からの距離についても800m以内に過半

が立地し，徒歩圏内にバス停があることとなり，各都市基

盤と開発の距離分析から，バス停や主要幹線道路，ICと

いった交通条件と開発の立地との関係の程度を確認した．

　また，同じ調整区域でも，各地域ごとの可住地の広がり

等の地域の特性など，同じ都市圏内の地域ごとに異なる開

発傾向が見られ，こうした傾向は調整区域として一律に制

度や運用基準を適用していくのではなく，それぞれの地域

特性に応じた開発コントロールの必要性を示唆している．
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図7都市圏全体の開発分布図

図8福岡都市圏の開発傾向による地域分類

図9早良地域の分布特性

図10福岡空港周辺地域の分布特性



3．2地域別の開発立地・分布特性

　都市圏を地形的なまとまりから8つの地域に分け（図8），

それぞれについて地域の特徴と開発の分布特性について考

察を行った（図9，10）．その結果は以下の3点にまとめら

れる．

（1）地域の特性による開発用途の偏り

　福岡空港周辺地域では住居系用途の開発はほとんどな

く，業務系や工業系の開発が多い．那珂川地域では住居系

開発が主であり，レクリエーション系開発の多くは糟屋地

域や糸島地域に立地している．このように，地域の特性に

よって明らかな開発用途の偏りが存在する．

（2）開発の集積要因

　宗像地域では，大規模プロジェクト周辺に，那珂川地域

では既存集落内外に開発の集積が見られた．前述の3．1で

取り上げた交通条件や市街化区域との隣接性といった開発

の立地に関する想定される条件以外の地域特性に因る開発

の集積が見られた．これらの集積要因に関しては，地域ご

との個別にその実態の把握と分析が必要である．

（3）将来計画による影響

　今回の都市圏全体の開発データ分布図を見ても，計画決

定されて間もない幹線道路や建設中の地下鉄3号線沿線お

よびその駅周辺に既に開発が集積しつつある状況が分か

る．また，九州大学の移転計画により，それに伴う都市計

画道路沿道とその周辺にも開発が多く見られ，調整区域に

おける開発の立地と将来計画の関係も一部門見て取れる．

　一方で，糟屋地域では都市基盤等の条件や市街化区域と

の隣接性に関係なく開発がまとまって立地集積しており，

既存集落，地区計画，農業振興地域など様々な要因を含め

て，地域別のよりより詳細な精度での更なる立地分析を進

めた上で開発許可のあり方を検討する必要もある．

4．地域スケールで見た開発の立地分析

41対象地の概要

　次に，都市圏の中でも比較的開発が多く集積する福岡市

西区の今宿・周船寺地域の約5㎞四方の範囲を対象地とし

図ll福岡市西区今宿・周船寺地域の開発の分布

て，地域スケールで見た開発地と周辺環境の関係を調査分

析する．この地区は，地区の北西に九州大学の移転が決定

し，それにともないJRの新駅設置や学園通線が都市計画

決定し，一一層の人口集積と開発の進行が予想される地区で

ある．

42開発の分布と地域環境との関係

　ここでは，都市圏スケールでの分析ではその関係を把握

することが出来なかった農業振興法上の農用地（以下青

地），既存集落，都市計画道路（学園通線）との関係につ

いて，それらの計画情報や既存集落の地図情報と開発デー

タベースとをGIS上に入力し（図ll），考察を行った．

（1）農業振興地域との関係

　この地区は，市街化区域を除いた区域が農業振興地域に

指定されている．図llに示す様に，現状の青地では開発が

ほとんど行われていないが，既存集落と隣接する区域では

青地を解除しての開発が数箇所見られる．しかし，青地の

指定されていない農振白地では，非常に多くの開発が広範

囲に点在している．

（2）既存集落との関係

　多くの開発が既存集落から一定の範囲に分布しており，

開発の分布は既存集落と大きく関連性があると言える．し

かし，既存の集落との立地関係は，集落と青地の隣接性，

集落の規模，河川との位置関係などにより，集落ごとに異

なっている．

㈲都市計画道路との関係

　市街化区域の北側区域では，市街化区域境界付近よりも

主要幹線道路沿道に開発が多く立地している．その中で

も，まだ建設工事が始まっていない学園通線沿道にすでに

開発が目立っている．学園通線は既存集落間を通るため，

現段階では周辺集落からの分家住宅が主であるが，今後建

設の進行とともに更に開発が集積することが予想される．

　これらの定性的ではあるが，地域スケールでの開発分布

の分析を通じ，農業振興地域，既存集落，都市計画道路と

いった現行の計画条件や環境条件と開発立地との関係を検

証し，その関係性を上述の通り確認した．計画条件等の開

発への影響を考慮しながら，開発コントロールが検討され

ていく必要がある．

4．　3開発による集落への影響

　より詳細に開発と集落の立地関係を見るために，集落区

域注4）から約500mの範囲注5）の開発を「集落内」，「集落隣

接」，「集落外」の3つの立地パタンに分類し（図12），各

パタンごとの開発件数，開発面積，平均面積を集計した（表
3）．

（1）開発による集落拡大

　「集落外」が約半数と最も多く，「集落隣接」とあわせて

集落域の外部に立地するものが約8割に及ぶ．集落によっ

て各立地パタンの割合は異なるが，「隣接」や「集落外」が

多い集落では，これらの開発が集落域の拡大の一因となつ
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ている．集落域が拡大することは，開発許可の運用基準に

よって「既存集落内またはその周辺」として適用される範

囲が広がることにつながり，長期的に見たときに更なる開

発可能性の拡大につながるものと考えられう．

（2）開発による空間的相違

　また，1件当りの開発面積は，集落内では土地の制約が

あるため「集落内」が最も小さく，「集落隣接」が最も大

きくなっている．既存集落では，「集落内」の開発も含め

て全般に敷地規模が小さく，「集落隣接」の開発と約200㎡

もの大きな差があり，集落内外で開発規模の相違がある．

（3）開発の実態

　これらの開発に該当する建築物について集落に対する立

地別に見てみると，以下の様な大きな相違のあることが分

かった．「集落内」の開発は敷地境界に生垣などを設ける

ことが少なく，空地を駐車場として利用するものが多い．

それに対し，「集落隣接」の開発の多くは，敷地規模が大

きく忌地や駐車場を広く取り，集落内の細街路に面さな

い．「集落外」の開発（図13）は，農地内に孤立して点在

するものよりも，農地内に立地する既存の住宅に近接する

ものが多く，また，建築物自体も現代風の形態が多い．

　こうした既存集落と調和しない傾向にある「集落隣接」

や「集落外」の開発に対する開発コントロールの方法は，

集落環境保全のための課題の1つであると言える．これら

の開発に対する許可条項を見てみると，「日常必要な店舗・

事業所」または「分家住宅」の該当が大多数であり，これ

らの許可条項の運用の課題であるとも言える．そのため，

各集落の適切な集落環境保全のためには，これら基準の適

用範囲と形態等の基準や誘導水準を地区や集落ごとに明確

にしていく必要がある．

44幹線道路沿いの開発

　地域別分布特性から幹線道路沿いに開発が多いことは，

分布図（図11）に示す通りであり，幹線道路沿いの立地が

当該調整区域における主要な開発立地パタンの1つである

と言える．そこで，開発の集積している県道85号線（図

扮錬講麟
肇灘二二撞

癒戯薄藍

14）と西九州自動車道を取り上げ，沿道開発について見る

こととした．その傾向は以下の通りである．

　全体として，県道85号線の沿道開発のほとんどは開発

面積の大きい沿道商業系用途であるが，西九州自動車道沿

道では業務系，工業系，住居系など様々な用途の開発が立

地している．当該調整区域においては，幹線道路が既存集

落内または隣接地を通っていることも多く，沿道の既存建

築物は住居系用途が多い．しかし，開発許可の運用基準に

よって，幹線道路沿道にはガソリンスタンドや倉庫などを

伴った大規模な沿道商業系用途の開発が誘導される．その

ため，開発によって幹線道路沿道の土地利用は，用途や規

模の混在が生じており，沿道開発の適正な規制・誘導策が

必要であると言える．

　これら地域スケールにおける立地分析により，開発の立

地は周辺環境条件によって大きく影響を受けるものである

こと，逆に開発の分布や集積による周辺環境への影響も少

なくないことが分かった．即ち，開発によって生じる土地

利用上の変化は，既存の田園景観や集落環境に対して与え

る影響も確認された．

　調整区域における開発コントロールとしては，広域的な

観点からの基準だけでなく，地区や集落環境の条件に相応

しい地域固有の柔軟な基準や開発の規制・誘導方策も必要

であると言える．

45対象地域の将来像

　次に対象地区に関して，地域の将来像がどのように描か

れ，その中で調整区域がどのように位置付けられているか

畿霧舞霧

図12集落周辺の開発の立地パタン

表3集落周辺の立地パタンごとの開発状況

開発件数 総面積（㎡） 平均面積（㎡）

集落内 27 10，006 370．6

集落隣接 24 13，568 565．3

集落外 50 22，546 450．9

図13　「集落外」の開発の事例

図14　幹線道路沿いの開発分布図
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を把握し，前述の実態把握に基づきながら，将来像の実現

へ向けての土地利用上の課題を整理する．

　対象地域を含む将来像に関するマスタープランとして以

下の2つが上げられる．それぞれの内容を読み取り，調整

区域の位置づけをまとめると以下の通りである．

（1）福岡市都市計画マスタープラン4）

　全体構想では，対象地域における調整区域は農地，市街

化区域は低密度住宅地といった土地利用に基本的に指定さ

れている．市街化調整区域の土地利用計画については，「保

全区域の明確化とその基本方針」と「段階的な市街化への

対応」として記述されている．

　区別構想においては，対象地区を5つのゾーンに分け，

それぞれにまちづくりの基本方針を示しており，・全体的に

は，集落環境や居住環境の保全が課題としてあげられてい

る．北西部はプロジェクト周辺ゾーンとして指定されてお

り，その将来像については「プロジェクトと連携しながら

検討」とされるに留まり，明確な将来像は描かれていない．

（2）九州大学学術研究都市構想5）

　この構想は，九州大学の新キャンパスづくりだけでな

く，キャンパスを核とする周辺地域を「九州大学学術研究

都市」として整備する地域づくりを目標としている．

　ここでは，対象地域を5つのゾーンと学園通線沿道地区

の6つに分け，各ゾーンの土地利用の基本的考え方を示し

ている．前述の都市マスでは明確に示されていなかったプ

ロジェクト周辺ゾーンについて，全体を低密度な市街地と

して将来像を描き，積極的な土地利用転換を示している．

また，この構想では将来像の実現のための開発の誘導手法

を提案している．実際のルールづくりまでは触れていない

ものの，面的な開発の規制・誘導手法の乏しい調整区域に

おいて新しい開発コントロールのための手法を提案してい

ることは注目すべき点である．

　各マスタープランを見てみると，（D都市マスでは基本的

に農地とし，（2）学研都市構想では低密度な市街地としてい

るようにプロジェクト周辺ゾーンに対する考え方は異なっ

ている．

　この地域の開発件数の多さ，人口の伸びなどから，この

地域における開発圧力は高く，実際にまだ着工していない

都市計画道路沿道に開発が集積しつつあるように，今後，

図15　対象地域の将来像

楽なる開発の集積が想定される．

　これら2つマスタープランをもとに，本研究では対象地

域の将来像を図15のように整理した．

　現在市街化調整区域に指定されている区域は，大学移転

プロジェクトの動向や現況土地利用などから，①市街：地形

成ゾーン，②田園ゾーン，③丘陵地・樹林地等保全ゾーン，

④農村集落保全ゾーンの4つのゾーンに分けられる．将来

の市街化の可能性，現在の開発の進行具合，地形的な区域

の広がり，農業振興区域との調整など，同じ調整区域でも

場所によって条件は異なり，各ゾーンの将来像に向けて適

切な開発コントロールが伴う必要がある．特に市街地形成

ゾーンは，マスタープランでは「段階的に市街化を検討す

る」とされており，市街化区域への編入と導入される用途

地域を想定し，開発コントロールを行う必要がある．

5．今後の土地利用上の課題

　前述までの分析結果より導かれる調整区域における土地

利用上の課題は下記の通りまとめられる．

q）開発許可制度の運用上の課題

　開発許可制度の許可条項や運用基準は，「原則的に開発

は規制する」という対場から制定されており，1件ごとの

申請に対する可否を審査するためのものである．そのた

め，許可条項や基準は用途別や立地条件別に明確に決まっ

ているわけではなく，同じ用途であっても適用される基準

が異なると，立地や規模に関する基準で異なる特性の開発

が誘導されている．また，「市街化の恐れのないもの」と

いったあいまいな表現で示されている条項もあり，実際に

は比較的多くの開発が行われている実態が見られた．

　開発許可の運用基準を見てみると，現在の社会的傾向や

開発の実態に対して，「市街化を抑制すべき」調整区域の

主旨に結果的に合致していない基準もある．こうした問題

に対しては，開発許可制度の運用基準を地域の実情に合わ

せるように見直すことも必要であると考えられる．

（2）市街化調整区域の集落環境保全の課題

　福岡都市圏だけでなく，どの都市圏においても市街化調

整区域における集落環境の保全は共通の課題である．本研

究では，集落に対して隣接または周辺に立地する開発に

よって，集落区域の拡大や集落内外での不調和が生じてい

る実態が明らかになった．

　しかし，市街化調整区域内に点在する集落と開発の関係

は集落ごとに異なるため，集落ごとの実状に合わせた対応

が必要であり，現在の開発許可制度の基準だけでは対応は

難しい．

　集落ごとに開発や保全の方針など明確な将来像を持つと

ともに，地区計画制度など他制度とあわせて開発コント

ロールを行っていくことも一つの方策として考えられる．

（3）市街化調整区域の位置づけ

　現在の市街化調整区域の位置づけは長期的展望に欠け，
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「10年以内に計画的に市街化を進めない」区域である場

合も多い．そのため，プロジェクトの動向や人ロ動向によ

る影響を大きく受け，長い将来にわたって「市街化を抑制

する」区域であり続けるとは限らない．実際に，一部に開

発が多く集積し，調整区域の主旨と実態に乖離が見られ
た．

　やはり，各都市計画区域における市街化調整区域の位置

づけと将来像を再考し，その将来像を共有した上で市街化

調整区域としての明確な開発コントロールの基準を設けて

いく必要がある．

6．まとめ

　本研究では，福岡都市圏の開発行為に対して都市圏全体

の傾向と地域別の特性の両視点から立地分析を行い，開発

の実態を把握するとともに調整区域の土地利用上の課題を

提示した．最後に，調整区域における今後の土地利用コン

トロールのあり方に関して，本研究の成果に基づき以下の

通りまとめる．

（1）福岡都市圏における開発の傾向

　福岡都市圏全体の開発の傾向としては，市街化区域や主

要幹線道路に隣接した立地が多く，この2つの立地条件と

の関係が強いことが分かった．また，分家住宅など「市街

化を促進する恐れのないもの」として許可を受けている開

発の割合も多く，これらの開発が結果的に非効率な土地利

用の要因となっている実態が確認された．

　また，大規模プロジェクトや既存集落の周辺などの様に

地域ごとに開発が集積する要因が異なり，地域によって用

途や立地などの傾向が異なる．これら地域ごとの傾向に対

して，まず地域ごとの将来像を明確にした上で開発コント

ロールを行う必要がある．

（2）調整区域の計画的土地利用コントロールの必要性

　開発の実態を見てみると，調整区域であっても開発が集

積したり，市街化区域と大差のない沿道開発が行われてお

り，調整区域を「市街化を抑制する」だけの区域として捉

えることは困難である．

　今後見込まれる都市圏全体の人口減少などの社会状況を

考えてみると，開発が分散した区域を，新たな基盤整備が

伴う市街化区域へと編入することを続け，粗な市街地をこ

のまま広げることは適切でないと言え．

　そのため，都市を従来の「計画的に市街化を行う」と「市

街化を抑制する」という区域に2画し，開発コントロール

を行うには限界がある．従って，調整区域においても，従

来にはなかった計画的な土地利用を進めるという観点か

ら，土地利用と開発のコントロールを行うことも必要であ

る．

（3）マスタープラン（将来像）と開発許可制度（事業コン

　　トロール）の関係

　開発許可制度は，調整区域に対して一律に適用されるも

のではない．地域の特性に適した開発コントロールのため

には，各自治体のマスタープランで調整区域の将来像を明

確に描くとともに，開発許可の運用基準とマスタープラン

の関係を整合の取れた明確なものとする必要がある．

補注
注1）本研究では，GISソフトとしてArch　View，　Spa－

　tial　Analysisを用い，福岡都市圏のベースマップと

　してパスコ社のデジタルマップを用いている．

注2）　「従前に同一一世帯構成員として同居の事実のある

　もの」といった同居条件を設ける都道府県もある．

注3）福岡市の標高80m以上の開発禁止の基準（「大規模

　開発取り扱い基準」）を参考．

注4）都市計画法において集落に関して明確な定義はさ

　れていない．そζで，農政における様々な定義を整理

　した上で，本研究での集落区域を平成元年の時点で

　の既存集落を当時の住宅地図をもとに筆者が設定し

　た．

注5）運用基準には「既存集落及びその周辺に立地する

　こと」とあるが，明確な範囲が示されていない．そこ

　で，この基準が適用されるものの1つである分家住

　宅について各開発と既存集落の距離を測定したとこ

　ろ全ての開発が約500m以内におさまっており，本丁

　究では500m以内を集落周辺とする．
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